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ブリ調整会議（Inter-Agency Space Debris Coordination Committee：IADC）の IADC Space 
Debris Mitigation Guidelines には、宇宙デブリの定義として、”Space debris are all man made 
objects including fragments and elements thereof, in Earth orbit or re-entering the atmosphere, 




























































































ている。2017 年 11 月現在で、人類が宇宙に打ち上げた人工衛星の数は、約 8000 機、内、
現在も地球を中心に周回している機数は約 4700 機となる。(引用[6]) 更に、このうち稼働し
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て、地球上の情報格差を解消しようという動きである。アメリカの One Web は 150kg 級の
衛星を 900 機近く(予備衛星を含む)打ち上げる計画を表明している。(引用[7]) イギリスの
SKY AND SPACE GLOBAL も 200 機の超小型衛星による通信システムを構築する。(引用[8]) 




Planet は 100 機以上の人工衛星による常時地球観測体制を確立している。(引用[10]) 日本の





にある。図 1－1 は、2014 年までの打上げ実績と以降 3 年間の打上げ予測である。2011 年
頃から打上げが増加傾向にあることが読み取れる。2017 年 2 月 15 日には、インドの PSLV
ロケットは、104 機の人工衛星の打上げに成功した。(引用[12]) Space Works の Elizabeth 
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図 1-1 2014 年までの人工衛星の打上げ実績と以降 3 年間の打上げ予測 
宇宙デブリ除去運用のための 






































こうした動きを受けて、国際標準化機構(International Organization for Standardization:ISO)
では、宇宙・航空専門分科会－宇宙システム・運用分科委員会－宇宙環境分科会
(ISO/TC20/SC14/WG4)に、人工衛星などが曝される宇宙環境を自然環境と人工環境として定


















引用元[17] 宇宙環境リスク事典 五家建夫 丸善(2006) 
 
図 1－2 は NASA の Orbital Debris Program Office が発行している Orbital Quarterly News
からの引用であるが、2017 年において宇宙空間にある人工物の全体数(約 18,000 個)の内、約
4,000 個のみが人工衛星であり、80％近くがデブリに相当していることが分かる。これは、

















表 1-1 国際標準機構で検討している宇宙環境一覧 
宇宙デブリ除去運用のための 






























図 1-2 軌道上物体の種類別の数 





































































表 1-2 宇宙デブリによるリスクの管理方法 











































および 2020 年から年間 2 回の能動的デブリ除去を実施する条件での 
低軌道のデブリ数の予測 
緑：ミッション後の廃棄運用の達成率 90％ 








引用元[21] Liou, J. C.: An Active Debris Removal Parametric Study  
for LEO Environment Remediation 
Advances in Space Research, 47(2011), pp. 1865-1876  
図 1-3 低軌道のデブリ数予測 
宇宙デブリ除去運用のための 
















































招いて 2011 年 11 月に開催した The International Interdisciplinary Congress on Space Debris 
Congress の結果を、Jakhu らが国連宇宙空間平和利用委員会(Committee on the Peaceful 
Uses of Outer Space:COPUOS)に報告したレポートがある。(引用[22]) このレポートでも、
能動的デブリ除去運用の仕組みが提案されているが、目的は能動的デブリ除去に関わる問題
提起である。グローバルな基金の必要性は認めているが、出資者の観点からの評価に欠け、
運用組織の構成を明確には定義しきれていない。また斉藤らは、Digital Currency Design for 
















分析のイメージを図 2－1 に示す。 
 
宇宙デブリ除去運用のための 




































図 2-1 分析のイメージ 
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デブリと ADR 衛星との姿勢制御に対する ADR 衛星の制御能力の影響は小さい。またデ
宇宙デブリ除去運用のための 
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国際宇宙法は、COPUOS が起草した宇宙関係 5 条約、宇宙活動国間の憲章／条約／規則や、
法的拘束力は持たないが実質的な行動規範として機能するソフトローなどから構成される。
(引用[25]) 








































































根拠：アメリカ合衆国法典第 51 編 第 50902 条(13)／(14) 
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能動的デブリ除去の運用のビジネスモデルを、顧客価値連鎖分析(Customer Value Chain 








上記の 2 つの価値に対応して設計した 2 つのビジネスモデルを分析した。2 つのビジネス
モデルの CVCA 分析結果を図 2－3 および図 2－4 に示す。結果、それぞれのビジネスモデ
ルの課題が識別された。 
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政府間海事協議機関(Intergovernmental Maritime Consultative Organization：IMCO)により、
1969 年に「油による汚染損害についての民事責任に関する国際条約」が成立したが、これは












も何度も見直しがかけられた。現在は、 1992 年の民事責任条約 (The Civil Liability 
Convention：92CLC)を基盤とし、船主や荷主の追加基金で補償するという仕組みになってい
る。図 3－1 に、現行の国際油濁補償体制(International Oil Pollution Compensation Funds ：
IOPCF)を示す。 
 
図 3－1 で示されているように、IOPCF は 3 層構造になっている。第 1 層は、92CLC に基




































SDR：Special Drawing Right 
STOPIA：Small Tanker Oil Pollution Indemnification Agreement 
TOPIA：Tanker Oil Pollution Indemnification Agreement 
 




図 3-1 現行の国際油濁補償体制 
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表 3－2 に IOPCF と比較した ADR 補償基金の構成要素案を示す。 
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年に、世界気象機関 (World Meteorological Organization：WMO)と国連環境計画 (United 
Nations Environment Programme：UNEP)の共同で、気候変化の科学的な分析と判断基準の
提案を目的とした、気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate 
Change：IPCC)が設立された。1992 年には、気候変動枠組条約(United Nations Framework 
Convention on Climate Change：UNFCCC)が採択され、温暖化問題への取り組みの仕組みが
整った。UNFCCC は、気候変動枠組条約締約国会議（Conference of the Parties：COP）を
開催したりして、国際的に地球温暖化問題を協議している。地球温暖化への取り組みの経緯
を表 3－3 に、組織関係を図 3－2 に示す。 
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温 暖 化 に 関 す る 一 般 理 解 の 推 進  
IPCC に よ る 、 科 学 的 評 価  
UNFCCC の 構 築 
UNFCCC 加 盟 国 に よ る  
COP で の 調 整 
IPCC 設 置  
京 都 議 定 書 発 効  
削 減  
対 策  
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排出量取引(Emissions Trading：ET)は、下記 4 種類の温室効果ガス量を取引する制度であ
る。 
・国に割当てられた排出枠(Assigned Amount Unit：AAU)  
・吸収源活動による吸収量 Removal Unit：RMU) - 
・共同実施で発行されるクレジット(Emission Reduction Unit：ERU) 


























   ↓ 
・科学的分析体制の構築：IPCC の設立 
   ↓ 
・国際条約締結：UNFCCC の設立 























IPCC が独立して研究を推進していること、特に COP と独立していることが要因と考える。 
宇宙デブリ除去運用のための 
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ATS は排他的フォーラムである(a “closed-door” system)と批判を受けるようになってきた。
(引用 [37]) 当時は、南極条約締結の 14 国が協議国として協議国会議(Antarctic Treaty 
Consultative Meeting ：ATCM)に出席し、討議内容を外部に知らせない状態で南極地域に適
用される条約を交渉していた。協議国になるためには、南極条約第 9 条 2 項により「科学的
基地の設置又は科学的探検隊の派遣のような南極地域における実質的な科学的研究活動の実
施により南極地域に対する自国の関心を示す」必要があった。(引用[36])  このような体制
に対して、アンティグア・バーブーダなどは “the Treaty cannot be regarded as fair, it cannot 
be regarded as universal in character, nor can it be regarded as compatible with its declared 
objective of promoting “the interest of mankind” or “the progress of all mankind””と非難し、国
連の加盟国全てが南極大陸に関する条約の調整に加わるべきであると主張した。(引用[38])  
 
柴田は、こういった ATS 外部からの批判を受けて 1980 年以降に行われた ATS の制度改革
を分析して、ATS は国際社会全体の利益になる法規範を形成する「正当性」を持つべきであ
り、その要素は、法形成会議体への参加 (participation)と国際社会に対する説明責任
(accountability)である、という結論に ATCM が到達したことに注目している。(引用[39]) 
 
ATSは、その法形成会議体、つまりATCMへの参加(participation)をオープンにするために、、








Committee on Antarctic Research：SCAR)と南極海洋生物資源保存委員会(Commission 




















事務局(Secretariat of the Antarctic Treaty)は、以下の機能を有する。 
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3.4  宇宙：INTELSAT 
 






























暫定制度の下で、1968 年に 3 機目の衛星の打ち上げを実施し、目標のグローバル衛星シス
テムを完成させた。 これに対応する各国地球局の整備、充実も目覚ましく、1973 年には 48

















表 3-6 国際電気通信衛星機構設立までの経緯 
宇宙デブリ除去運用のための 
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3.5  事例からの教訓 
 
海洋、大気、南極大陸、宇宙に関する事例を分析して、能動的デブリ除去の運用の仕組み
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注 3-1：IMCO は、1982 年に改称し、現在は国際海事機関(International Maritime Organization、
IMO)となっている。 
注 3-2：P&I とは Protection & Indemnity (保護&補償)の略称であり、P&I 保険は船舶の所有、
賃借又は運航に伴って生ずる船主責任を対象とする。 
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図 1－3 の赤線は 2011 年時点での打ち上げ予測と、90%の達成率で PMD が行われるとい
う前提での低軌道でのデブリの数予測である。青点線／緑線は赤線の条件に加えて、能動的
デブリ除去を年間 2 回／5 回で実施した場合のデブリの数予測である。したがって、PMD の
達成率 90%および 5 回／年の能動的デブリ除去実施が実現するならば、低軌道のデブリの数
はほぼ 2011 年の状態を維持可能という予測が得られている。ただし、1 章で示したその他の
宇宙環境の状況に基づけば、打上げ予測およびデブリの数は 2011 年時点より多くなっている




① PMD を 90%以上の軌道上物体が満足すること。 
② 能動的デブリ除去を年間 5 回以上で実施すること。 
③ ①②を持続的に実施すること。 
 
① PMD を 90%以上の軌道上物体が満足すること。 
運用終了後の衛星／ロケット等に対して、IADC の制定したデブリ低減ガイドラインや、国
宇宙空間平和利用委員会(Committee on the Peaceful Uses of Outer Space：COPUOS)のス
ペースデブリ低減ガイドラインには PMD を行う要求が記述されている。宇宙先進国は、この
要求を取り込んでいる。表 4－1 に IADC の、表 4－2 に COPUOS のデブリ低減ガイドライ
ンの運用終了後の廃棄要求を示す。(引用[43])(引用[44]) 
実際の遵守状況であるが、2002-2004 年の静止軌道では 40%、2000-2014 年の世界のロケッ
ト及び人工衛星で 63%という調査結果が出されている。また、推進系を有しない人工衛星で




















































235 km + (1000·CR·A/m) 
ここで、 
CR: 太陽輻射圧係数 (典型的には１～2 の間である。), 
A/m: 乾燥質量に対する有効面積 [m2/kg] 









表 4-1 IADC デブリ低減ガイドラインでの PMD 要求 (1/2) 
宇宙デブリ除去運用のための 








































































































表 4-2 COPUOS デブリ低減ガイドラインでの PMD 要求 
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国際枠組みアーキテクチャの構築 4. 能動的デブリ除去運用システム設計 
 
60 
































































除去実行者は ADR 衛星の打上げを調達する 
除去実行者は、能動的デブリ除去を実行する. 
 




以上の活動を、図 4－2 に能動的デブリ除去のシナリオとして示す。 
  
宇宙デブリ除去運用のための 
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国際枠組みアーキテクチャの構築 4. 能動的デブリ除去運用システム設計 
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「ADR 衛星打上」、「除去ミッション実行」の 3 つの機能とインタフェースを有する。ADR
衛星に関する 3 機能は、その内容から、同一の組織が実施することが、従来の宇宙開発での
手法でもあり、効率的でもある。また他の機能とのインタフェースも一本化できるので、こ
れら 3 つの機能はひとつのサブシステムとする。(デブリ除去実行サブシステム) 
 
除去ルールインタフェースについてみると、「除去ルールの適用」は、「ADR 衛星製造」、
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能動的デブリ除去運用の国枠組み組織設計を、図 4－5 に示す。 
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国際枠組みアーキテクチャの構築 5 国際枠組み構築 
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上記の流れをを図 4－9 に図示する。  
  
宇宙デブリ除去運用のための 
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枠組みの外に配置することで、IADC の独立性を確保している。ADR 連合は、IADC のリ
ストとデブリの状況情報に基づいて、除去対象のデブリのリストを作成する。  
宇宙デブリ除去運用のための 


























































ADR 連合に無償譲渡する。所有権の譲渡に伴い、管轄権は ADR 連合に移転する。」 
 
①能動的デブリ除去責任 

















































































































































図 5-1 国際枠組み構築の流れ 
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図 5－2 に枠組み構築プロセスを示す。 
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国際枠組みアーキテクチャの構築 6 結論 
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5.1 教訓の取込みで示したように、3 章でまとめた事例からの教訓は適切に取り込まれた。 
 






















































































































































前野 SDM 研究科委員長、白坂教授、中野教授、日比谷 SDM 研究所顧問をはじめとする、
SDM の教員の各位には、ゼミや授業を通じて、豊富な知識に基づく有益なご助言を頂きまし
た。 
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